
共同利用・共同研究体制における人材流動性の促進に係る取組状況

有/無 教授 准教授 講師 助教 合計
7 機関 2 人 7 人 0 人 31 人 40 人 0 機関 0 機関

機構本部 ○ 0 人 0 人 0 人 22 人 22 人 × ×
国立歴史民俗博物館 ○ 0 人 0 人 0 人 2 人 2 人 × ×
国文学研究資料館 ○ 2 人 1 人 0 人 2 人 5 人 × ×
国立国語研究所 ○ 0 人 2 人 0 人 3 人 5 人 × ×
国際日本文化研究センター ○ 0 人 1 人 0 人 1 人 2 人 × ×
総合地球環境学研究所 ○ 0 人 3 人 0 人 1 人 4 人 × ×
国立民族学博物館 ○ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × ×

6 機関 1 人 13 人 0 人 46 人 60 人 0 機関 3 機関
機構本部 ○ 0 人 1 人 0 人 2 人 3 人 × ×
国立天文台 ○ 1 人 3 人 0 人 16 人 20 人 × ×
核融合科学研究所 ○ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × ×
基礎生物学研究所 ○ 0 人 2 人 0 人 4 人 6 人 × ○
生理学研究所 ○ 0 人 4 人 0 人 16 人 20 人 × ○
分子科学研究所 ○ 0 人 3 人 0 人 8 人 11 人 × ○

高エネルギー加速器研究機構 1 機関 5 人 7 人 0 人 94 人 106 人 0 機関 0 機関
情報・システム研究機構 4 機関 3 人 23 人 0 人 24 人 50 人 0 機関 0 機関

機構本部 ○ 0 人 10 人 0 人 11 人 21 人 × ×
国立極地研究所 × 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × ×
国立情報学研究所 ○ 2 人 8 人 0 人 5 人 15 人 × ×
統計数理研究所 ○ 0 人 0 人 0 人 8 人 8 人 × ×
国立遺伝学研究所 ○ 1 人 5 人 0 人 0 人 6 人 × ×

18 機関 11 人 50 人 0 人 195 人 256 人 0 機関 3 機関

有/無 教授 准教授 講師 助教 合計

63 機関 50 人 66 人 21 人 232 人 369 人 2 機関 2 機関

クロスアポイントメント制 内部昇格禁止

年俸制

計

計

年俸制

人間文化研究機構

自然科学研究機構

大学共同利用機関法人 クロスアポイントメント制 内部昇格禁止

共同利用・共同研究拠点

○各制度の導入状況（平成２６年度４月１日現在）
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大学共同利用機関における研究者の流動状況

転入元・転出先ともに大学の割合が最も大きい。（転入元の約４６％、転出先の約７５％）

○ 平成２５年度実績

教授 准教授 講師 助教 助手 計
うち共同利用・

共同研究点
大学

大学共同

利用機関
その他 教授 准教授 講師 助教 助手 計

うち共同利用・

共同研究点
大学

大学共同

利用機関
その他

17 11 0 18 0 46 1 76.9% 11.5% 11.5% 18 15 0 14 0 47 1 84.6% 7.7% 7.7%
機構本部 0 0 0 4 0 4 0 100.0% 0.0% 0.0% 3 0 0 4 0 7 0 100.0% 0.0% 0.0%
国立歴史民俗博物館 3 1 0 4 0 8 0 75.0% 0.0% 25.0% 3 2 0 3 0 8 0 - - -
国文学研究資料館 4 2 0 2 0 8 0 60.0% 20.0% 20.0% 1 2 0 2 0 5 0 100.0% 0.0% 0.0%
国立国語研究所 0 0 0 2 0 2 0 100.0% 0.0% 0.0% 0 1 0 0 0 1 0 - - -
国際日本文化研究センター 4 0 0 2 0 6 0 0.0% 50.0% 50.0% 3 4 0 0 0 7 0 100.0% 0.0% 0.0%
総合地球環境学研究所 2 4 0 2 0 8 1 100.0% 0.0% 0.0% 3 4 0 3 0 10 1 0.0% 100.0% 0.0%
国立民族学博物館 4 4 0 2 0 10 0 80.0% 20.0% 0.0% 5 2 0 2 0 9 0 87.5% 0.0% 12.5%

5 8 0 14 0 27 0 33.3% 33.3% 33.3% 5 11 0 13 0 29 0 71.4% 7.1% 21.4%
国立天文台 1 3 0 6 0 10 0 16.7% 66.7% 16.7% 1 3 0 5 0 9 0 50.0% 0.0% 50.0%
核融合科学研究所 3 5 0 3 0 11 0 50.0% 0.0% 50.0% 2 3 0 5 0 10 0 100.0% 0.0% 0.0%
基礎生物学研究所 0 0 0 0 0 0 0 - - - 2 0 0 2 0 4 0 66.7% 0.0% 33.3%
生理学研究所 0 0 0 0 0 0 0 - - - 0 2 0 1 0 3 0 50.0% 50.0% 0.0%
分子科学研究所 0 0 0 5 0 5 0 33.3% 0.0% 66.7% 0 2 0 0 0 2 0 100.0% 0.0% 0.0%
岡崎共通研究施設 1 0 0 0 0 1 0 100.0% 0.0% 0.0% 0 1 0 0 0 1 0 100.0% 0.0% 0.0%

17 19 6 30 0 59 1 62.1% 6.9% 31.0% 12 11 10 53 0 69 0 29.4% 47.1% 23.5%
機構本部 6 0 0 7 0 13 - 62.5% 0.0% 37.5% 3 0 0 14 0 17 - 100.0% 0.0% 0.0%
素粒子原子核研究所 6 3 3 10 0 22 0 40.0% 0.0% 60.0% 3 5 2 12 0 22 0 20.0% 40.0% 40.0%
物質構造科学研究所 2 6 0 5 0 13 1 0.0% 50.0% 50.0% 1 1 5 8 0 15 0 33.3% 66.7% 0.0%
加速器研究施設 2 8 2 5 0 17 0 0.0% 50.0% 50.0% 5 4 2 15 0 26 0 0.0% 0.0% 100.0%
共通基盤研究施設 1 2 1 3 0 7 0 91.7% 0.0% 8.3% 0 1 1 4 0 6 0 0.0% 80.0% 20.0%

7 4 0 12 2 25 0 41.2% 41.2% 17.6% 5 5 0 6 1 17 0 30.0% 40.0% 30.0%
国立極地研究所 0 2 0 2 2 6 0 40.0% 60.0% 0.0% 0 0 0 1 1 2 0 0.0% 100.0% 0.0%
国立情報学研究所 2 2 0 1 0 5 0 100.0% 0.0% 0.0% 3 2 0 0 0 5 0 33.3% 33.3% 33.3%
統計数理研究所 2 0 0 7 0 9 0 42.9% 28.6% 28.6% 0 2 0 1 0 3 0 - - -
国立遺伝学研究所 3 0 0 2 0 5 0 25.0% 50.0% 25.0% 2 1 0 4 0 7 0 33.3% 33.3% 33.3%

46 42 6 74 2 157 2 58.3% 19.0% 22.6% 40 42 10 86 1 162 1 53.7% 25.9% 20.4%

流動状況（人）

転出

流動状況（人）転入元（％） 転出先（％）

転入・新規採用

人間文化研究機構

大学共同利用機関法人

計

情報・システム研究機構

高エネルギー加速器研究機構

自然科学研究機構
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○内部昇格を禁止することで、大学等から優秀な人材を広く受け入れ、研究に集中できる環境で優れた業績を挙げてもらい、再び
大学等に戻って大きく研究を展開する、という全国規模での大きな人材の流れを作り出す原動力を生み出しており、日本の物理化
学研究者のほとんどが何らかの形で分子研に関係している。また、博士課程取得後２年以内の研究者に独立した研究室を主宰させ
る「若手独立フェロー」制度によって、力をつけた若手を大学等に輩出することで、流動性の一層の向上に貢献している。
例：旧７帝大の理学部化学教室の物理化学及び関連分野のうち ４５人中２５名が分子研出身者。（平成２６年４月１日現在）

大学共同利用機関における人材育成のハブ機能と人材流動性（分子科学研究所の例）

分子科学研究所（以下「分子研」）は「常に若い」研究所をモットーとし、研究所創設時から原則として准教授、助教の内部昇
格を禁止している。これにより、常勤職員の約70％が40歳以下となっており、現在まで約500人の研究者を大学等に輩出。

分子科学研究所の人事制度について

教授 准教授 助教 技術職員
特別研究員
／特任助教

非常勤研究員

就任者数 54 人 82 人 262 人 154 人 13 人 215 人

転出者数 38 人 67 人 226 人 118 人 7 人 209 人

現員 16 人 15 人 36 人 36 人 6 人 6 人

参考：創設以来の人事異動状況

内部昇格禁止の効果

分子研の研究者人事の基本パターン

大学等の研究者

博士号取得者
（総研大出身者を除く）

採用
大学等に再び採用転出

→ 全国規模の流動性

（平成26年4月1日現在）

→ 共同研究の双方向の連携

分子研
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導入イメージ(例) 期待される効果

• クロスアポイントメント制度（混合給与）については、国立大学の機能強化等を図るため、平成26
年11月に発出した国立大学改革プランにおいて、改革加速期間中（平成25～27年度）の重点的
取組事項「人事・給与システムの弾力化」の一環として、その導入を促進。

• 本取組により、多様な教育研究人材の確保が可能となり、国立大学における教育研究の活性化
や科学技術イノベーションの促進にも資することが期待される。

※ 従事比率は一例。

クロスアポイントメント制度について ～文部科学省の取組状況～

基本的考え方
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● 本学の教育研究の発展に寄与する場合について、相手方機関との協定を締結するこ
とにより実施する。

● 本学及び相手方機関の双方に身分を有し、双方の業務を行う。

● 本学と相手方機関の勤務割合を協定において定め、本学の勤務割合に応じた給与を
支給する。

● 対象範囲は、月給制適用教員・年俸制適用教員とする（期間の定めの有無を問わな
い）。

● 制度の対象とする相手方機関
・大学・研究機関等（海外を含む）等を予定。
・大学の方針、制度利用の目的等を総合的に勘案して、個別に承認する。

● 人事管理上は、「在籍出向」として取り扱う。

制度概要

・ 本学教員あるいは相手方
機関の研究者等が現職を
離れることなく、双方の身分
を持ちつつ、柔軟に教育研
究活動に従事することがで
きる。

・ 相手方機関から優秀な人
材を受け入れることにより、
本学の教育研究活動のアク
ティビティーを高め、教育研
究基盤の強化・発展、産学
連携の推進等に結びつける
ことができる。

期待する効果等

※ 「大阪大学未来戦略（2012－2015）」に掲げる

「柔軟な人事制度の構築」の実現に向けた施
策の一つとして、平成26年1月1日から制度導
入したもの

大阪大学
（核物理研究センター）

【出向先】

理化学研究所
（仁科加速器研究センター）

【出向元】

協 定

雇用契約関係
指揮命令関係

業務２０％

本学教員 相手方機関職員

雇用契約関係
指揮命令関係

業務８０％

給与相当額
（法定福利費含む）
の２０％の振込 阪大へ

出向
命令

１００％給与
を一括支給

理化学研究所との実施例

クロスアポイントメント制度の実施例（大阪大学）
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（５）

【人材の流動性】

任期制の導入拠点数の推移〔単位：機関〕

※共同利用・共同研究拠点として認定されている研究機関について確認。
※ネットワーク拠点に属している研究機関については、研究機関毎に集計。

【人材育成】

大学院生等の受入人数（平均）の推移〔単位：人〕

0

10

20

30

40

50

60

70

80

H22（70拠点82機関）） H23（74拠点86機関） H24（74拠点89機関）

69機関 70機関 73機関

0

20

40

60

80

100

120

140

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

109 108 110 115
124

94 100

（事例）学部・研究科等との教育上の特徴的な連携・協力に係る取組

（千葉大学真菌医学研究センター）
平成21～24年度の期間、若手研究者の海外での研究活動を支援
すべく、「慢性疾患の革新的包括マネジメント実現へ向けた国
際的医薬看研究者育成プログラム」を設立。

（広島大学原爆放射線医科学研究所）
平成25年度より、放射線医科学専門プログラムを設立し、放射
線医科学研究所と放射線影響研究所を連携大学院として、オー
ルジャパンの教育体制を整備。

※機関数 平成18年度～平成21年度：全国共同利用施設として位置付けられた附置研究所・研究センターの合計
平成22年度～平成24年度：文部科学大臣認定を受けた共同利用・共同研究拠点の合計

共同利用・共同研究拠点における人材の流動性と人材育成～現況データより～
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テニュアトラック制の導入状況

※１ テニュアトラック制とは、「大学において、公正で透明性の高い選抜により採用された若手研究者が審査を経てより安定的な職を得る前に、任期付きの雇用形態で自立した研究者として経験を
積むことができる仕組み」を指す。機関において「テニュアトラック制」としている場合でも、この定義に当てはまらないものは、回答に含めない。

※２ ４０歳未満。ただし、臨床研修を課された医学系分野においては４３歳未満。
※３ 審査を経てテニュア教員として採用されている教員数を指す。（H26.4.1時点において「テニュアトラック教員」として雇用中の教員は含まない。）

教授 准教授 講師 助教 合計 教授 准教授 講師 助教 合計

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
機構本部 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
国立歴史民俗博物館 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
国文学研究資料館 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
国立国語研究所 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
国際日本文化研究センター 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
総合地球環境学研究所 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
国立民族学博物館 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
機構本部 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
国立天文台 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
核融合科学研究所 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
基礎生物学研究所 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
生理学研究所 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
分子科学研究所 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

高エネルギー加速器研究機構 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
情報・システム研究機構 0 人 0 人 0 人 3 人 3 人 0 人 1 人 0 人 3 人 4 人

機構本部 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
国立極地研究所 0 人 0 人 0 人 3 人 3 人 0 人 0 人 0 人 3 人 3 人
国立情報学研究所 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
統計数理研究所 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
国立遺伝学研究所 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 1 人 0 人 0 人 1 人

0 人 0 人 0 人 3 人 3 人 0 人 1 人 0 人 3 人 4 人

教授 准教授 講師 助教 合計 教授 准教授 講師 助教 合計

0 人 6 人 2 人 16 人 24 人 5 人 13 人 0 人 8 人 26 人

（２）採用されている教員（１）H２５年度雇用者数

計

計

（１）H２５年度雇用者数 （２）採用されている教員
共同利用・共同研究拠点

大学共同利用機関法人

人間文化研究機構

自然科学研究機構

（１）テニュアトラック制※１ によって雇用された、新規採用若手教員※２数（「テニュアトラック教員」数）（平成25年度実績）
（２）テニュアトラック制※１ を経て採用されている教員数※３（「テニュア教員」数）（Ｈ26.4.1現在）
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教員の雇用形態について（人間文化研究機構）

※教授、准教授（平成18年度は助教授）、講師、助教についての人数
※承継職員以外の教員も含む

0人 3人 6人 9人 12人 15人

～24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62
63
64

65～

H18年度 H26年度

H26：50人

（23.5％）

H18：23人

（11.1％）

任期付職員

H26：163人

（76.5％）

H18：184人

（88.9％）

15人 9人12人 6人 3人 0人

年齢（歳）

任期無職員
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0人 3人 6人 9人 12人 15人 18人 21人

～24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62
63
64

65～

H20年度 H26年度

H26：204人

（39.2%）

H20：179人

（37.2％）

任期付職員 任期無職員

H26：317人

（60.8.％）

H20：302人

（62.8％）

15人 9人12人 6人 3人 0人21人 18人

年齢（歳）

教員の雇用形態について（自然科学研究機構）

※教授、准教授、講師、助教についての人数
※承継職員以外の教員も含む -85-

教員の雇用形態について（高エネルギー加速器研究機構）

0人 5人 10人 15人 20人

～24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62
63
64

65～

H18年度 H26年度

H26：73人

（17.3％）

H18：28人

（7.0％）

任期付職員

H26：348人

（82.7％）

H18：375人

（93.0％）

年齢（歳）
任期無職員

20人 15人 10人 5人 0人

※教授、准教授（平成18年度は助教授）、講師、助教についての人数
※承継職員以外の教員も含む -86-



教員の雇用形態について（情報・システム研究機構）

0人 5人 10人 15人 20人

～24
25
26
27
28
29
30
31
32
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※教授、准教授（平成18年度は助教授）、講師、助教についての人数
※承継職員以外の教員も含む -87-

外国人・女性研究者の受入状況（非常勤の研究教育職員を含む）
【参考】

８６国立大学法人女性研究者平均 １４．４％
（平成２５年５月１日現在）
【参考】専攻分野別　学部・大学院の教員数

割合
人文科学 3,050 697 22.9%
社会科学 3,830 723 18.9%
理学 5,148 348 6.8%
工学 11,846 560 4.7%
農学 3,970 327 8.2%
保健 17,350 3,381 19.5%
商船 16 1 6.3%
家政 138 78 56.5%
教育 5,587 1,190 21.3%
芸術 461 81 17.6%
その他 8,302 1,198 14.4%

合計 59,698 8,584 14.4%

専攻分野 計 女

「国立大学における男女共同参画推進の実施に関する第１０回追
跡調査報告書」

（一般社団法人国立大学協会 教育・研究委員会 男女共同参画
小委員会）

うち、外国人 割合
140,139 40,743 7,290 4.03%180,882

男 女

教員数（国・公・私含む）

計

【参考】

国立・公立・私立大学法人外国人研究者平均 ４．０３％
（平成２６年５月１日現在）

「平成26年度学校基本調査速報値」

割合 割合

人間文化研究機構 473 人 59 人 12.5% 142 人 30.0%
機構本部 26 人 4 人 15.4% 7 人 26.9%
国立歴史民俗博物館 56 人 0 人 0.0% 11 人 19.6%
国文学研究資料館 51 人 1 人 2.0% 19 人 37.3%
国立国語研究所 91 人 11 人 12.1% 38 人 41.8%
国際日本文化研究センター 66 人 20 人 30.3% 20 人 30.3%
総合地球環境学研究所 94 人 13 人 13.8% 24 人 25.5%
国立民族学博物館 89 人 10 人 11.2% 23 人 25.8%

自然科学研究機構 561 人 8 人 1.4% 21 人 3.7%
国立天文台 175 人 2 人 1.1% 5 人 2.9%
核融合科学研究所 148 人 3 人 2.0% 3 人 2.0%
基礎生物学研究所 46 人 0 人 0.0% 2 人 4.3%
生理学研究所 71 人 1 人 1.4% 8 人 11.3%
分子科学研究所 77 人 2 人 2.6% 1 人 1.3%
岡崎共通研究施設 22 人 0 人 0.0% 1 人 4.5%
新分野創成センター 22 人 0 人 0.0% 1 人 4.5%

高エネルギー加速器研究機構 578 人 38 人 6.6% 33 人 5.7%
機構本部 29 人 2 人 6.9% 0 人 0.0%
素粒子原子核研究所 169 人 9 人 5.3% 7 人 4.1%
物質構造科学研究所 134 人 8 人 6.0% 12 人 9.0%
加速器研究施設 189 人 19 人 10.1% 13 人 6.9%
共通基盤研究施設 57 人 0 人 0.0% 1 人 1.8%

情報・システム研究機構 377 人 35 人 9.3% 40 人 10.6%
機構本部 23 人 3 人 13.0% 2 人 8.7%
国立極地研究所 88 人 3 人 3.4% 5 人 5.7%
国立情報学研究所 112 人 17 人 15.2% 15 人 13.4%
統計数理研究所 65 人 2 人 3.1% 7 人 10.8%
国立遺伝学研究所 89 人 10 人 11.2% 11 人 12.4%

1,989 人 140 人 7.0% 236 人 11.9%

※平成２６年度５月１日現在

割合 割合

3,243 人 118 人 3.6% 297 人 9.16%

※平成２５年度５月１日現在
※共同利用・共同研究拠点を有する機関単位での人数

計

全体大学共同利用機関法人
外国人 女性

計

全体共同利用・共同研究拠点
女性外国人
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男女共同参画について

○女性研究者枠による採用実績及び保育施設の開設状況（平成２６年度４月１日現在）

※１ 基礎生物学研究所、生理学研究所、分子化学研究所の３機関については、連携して１件の保育施設を設置。
※２ 共同利用・共同研究拠点については、当該拠点が属する法人が設置している保育施設数をカウント。
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有/無 教授 准教授 講師 助教 合計 有/無 件数

0 機関 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 機関 0 件
機構本部 × 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × 0
国立歴史民俗博物館 × 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × 0
国文学研究資料館 × 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × 0
国立国語研究所 × 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × 0
国際日本文化研究センター × 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × 0
総合地球環境学研究所 × 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × 0
国立民族学博物館 × 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × 0

5 機関 0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 3 機関 1 件
機構本部 × 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × 0
国立天文台 ○ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × 0
核融合科学研究所 ○ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × 0
基礎生物学研究所 ○ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 ○
生理学研究所 ○ 0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 ○
分子科学研究所 ○ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 ○

高エネルギー加速器研究機構 0 機関 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 機関 0 件
情報・システム研究機構 1 機関 0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 0 機関 0 件

機構本部 × 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × 0
国立極地研究所 ○ 0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 × 0
国立情報学研究所 × 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × 0
統計数理研究所 × 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × 0
国立遺伝学研究所 × 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 × 0

6 機関 0 人 0 人 0 人 2 人 2 人 3 機関 1 件

有/無 教授 准教授 講師 助教 合計 有/無 件数

7 拠点 0 人 0 人 1 人 10 人 11 人 25 法人 48 件

採用実績

採用実績

計

保育施設

保育施設※２

計

1※１

共同利用・共同研究拠点

女性研究者枠による採用枠

女性研究者枠による採用枠

人間文化研究機構

自然科学研究機構

大学共同利用機関法人

・民間のベビーシッター派遣会社と提携し、ベビーシッター利用時に費用の一部補助を実施している。（高エネルギー加速器研究機
構本部）

・妊娠中、乳児保育中の所員については職務軽減を図っているほか、会議も１７時以降は行わないようにしている。（東京外国語大
学－アジア・アフリカ言語文化研究所）

・女性研究者（特任研究員）の保育支援のため、保育園の事情に配慮した研究業務を設定している。（東京大学－空間情報科学研
究センター）

・女性職員の産後の職場復帰を支援するため、女子休憩室内に搾乳スペースを完備している。（東北大学－流体科学研究所）

・若手研究者の育成のために大型研究資金への応募を奨励し、ヒアリングに至ったが採択されなかった場合には、奨励研究費を配
分している。（九州大学－先導物質化学研究所）

・若手教員を確保するため、テニュアトラック普及・定着事業を活用している。（帯広畜産大学－原虫病研究センター）
・平成26年度より、長期、短期招聘制度で招聘する機会をそれぞれ一度づつとしていた制限を撤廃し、繰り返し招聘することを可能

とした。（東京大学－地震研究所）
・外国人研究者のために、学内の外国人研究者向け宿泊施設を活用するほか、民間の賃貸住宅の手配を行っている。英語による

コンピュータ環境利用案内、所内施設の利用案内を用意し、外国人研究者が来所後、できるだけ早く研究活動を実施出来るよう
配慮している。（京都大学－基礎物理学研究所）

・教員の内部昇格を禁止する規則は制定していないが、教員の採用、昇任は全て公募によって決定している。（自然科学研究機構
－国立天文台）

・教員が転出した場合に、国立極地研究所の客員教員となることで国立極地研究所での研究テーマも継続して行うことができるよう
にするなど、転出しやすい環境を整える（情報・システム研究機構－国立極地研究所）

・理化学研究所仁科加速器研究センターの研究員をクロスアポイントメント制度を適用して採用した。（大阪大学－核物理研究セン
ター）

・平成14年より、教授10年、准教授7年、助教5年とする任期制を導入している。採用に当たっては公募制としている。（広島大学－
原爆放射線医科学研究所）

共同利用・共同研究拠点及び大学共同利用機関の様々な取組例（人材関係）

教員の流動性を図る事例

若手研究者、外国人研究者の確保のために行っている事例

男女共同参画に資する事例
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大学共同利用機関における機構を越えた連携について

近年、機構間での組織的な連携を図る特色ある取組が出てきている。
※ この他、研究者個人レベルでも機構を越えた多種多様な共同研究が行われている。

事業名等 社会調査・言語調査研究及び関連
領域の研究・教育における連携・協
力の推進

大型重力波望遠鏡計画用試験設備と
してのTAMA300重力波施設利用

計算基礎科学連携拠点 南極地域観測事業

実施主体 人間文化研究機構 国立国語研究
所、情報・システム研究機構 統計
数理研究所

自然科学研究機構 国立天文台 高エネルギー加速器研究機構
自然科学研究機構 国立天文台、
筑波大学

情報・システム研究機構 国立極地
研究所

高エネルギー加速器研究機構、
東京大学

自然科学研究機構 国立天文台、筑
波大学、東北大学

連携先

実施期間 平成23年10月～ 平成23年4月～ 平成20年11月～ 平成22年4月～

概要 山形県鶴岡市、愛知県岡崎市において
、共通語・敬語の使用に関する追跡調査
（定点経年言語調査）を行っている。この
調査は、昭和25年から約20年間隔で両
研究所が連携して実施してきたものであ
り、世界でも例の少ないコホート系列法（
※１）による大規模・長期間の調査であ
る。平成23年10月には、より密接な連携
・協力を図るため、正式に両研究所間で
基本協定書を締結し、平成23～24年に
第4回鶴岡調査を実施して分析を進めて
いる。

【国立国語研究所】
調査内容の策定、調査の実施（*2）、言語デ

ータの整理、言語という観点から見た分析結
果の解釈

【統計数理研究所】
調査の実施（*3）、データ分析・統計モデル

構築
*1 コホート系列法…同年齢の集団に対して横断的調査を実
施した後で，同じ集団を追跡し縦断的調査を実施する調査方
法

*2 生涯を通じた言語変化の実態を明らかにするため、同一
人物を数十年間にわたって追跡する調査（パネル調査）を担
当。

*3 地域社会全体の言語変化をとらえるため、住民基本台帳
にもとづいてランダム抽出された数百名を対象にする調査（
無作為抽出調査）を担当。

東京大学宇宙線研究所が中心となって実
施している大型重力波望遠鏡計画KAGRA
を副ホスト機関として推進する。その一環と
して，開発した防振機構や光学部品の一部
をTAMA300の施設と設備を用いて試験し性
能評価を行う。

【国立天文台】
KAGRA干渉計の基本設計とその制御方

式の策定及び実装。超高性能防振装置の
開発。補助光学系の設計開発。これら装置
のTAMA300を用いた性能評価。

【高エネルギー加速器研究機構】
低温部分の設計と製作。

【東京大学】
KAGRAサイトの基盤整備。大型ミラーの

製作。低温懸架システムの開発。

３機関の研究開発能力を効果的に連携
させ、計算科学分野の手法を用いた素粒
子原子核、天文宇宙分野の共同連携拠
点を設置。

本拠点として文部科学省のHPCI戦略プ
ログラム・分野５（物質と宇宙の起源と構
造）の戦略機関を担当し、当該分野の研
究開発課題の推進と計算科学技術推進
体制構築を担う。

【高エネルギー加速器研究機構】
体制構築の中核として、素粒子原子核

分野における全国的な計算基礎科学の
基盤整備を担当

【自然科学研究機構国立天文台】
特に天文分野における計算基礎科学

の基盤整備を担当

【筑波大学】
戦略プログラムの中心として、研究開

発課題の推進と体制構築、計算機科学と
の連携を推進

国立極地研究所の観測施設であるドー
ムふじ基地は、南極大陸内陸部に位置し
、気温が非常に低く、水蒸気なども少ない
ため、非常に透明度が高い。特にサブミリ
波～赤外線を用いた天文観測には、極め
て適した立地となっており、天文学の未解
明領域「暗黒銀河」解析に向けて連携を
行う。

【筑波大学:*1】
超広視野アンテナ技術、低電力冷凍技術、連

続発振技術等に基づく「南極テラヘルツ望遠鏡
*2」による暗黒銀河の“捕捉”。

【東北大学*1】
すばる望遠鏡の開発にも貢献した大型赤外

線カメラの開発技術等に基づく「南極赤外線望
遠鏡*2」による捕捉した暗黒銀河の“スペクト
ル（距離／性質）決定”。

【国立天文台】
「アルマ望遠鏡」による特定された暗黒銀河

の“内部構造解析”。

*1 平成17年度より、南極地域観測事業（課題公募型共同利
用・共同研究枠）において、望遠鏡の低温対策技術を開発（現
在-80℃までの耐寒性能）。

*2 各望遠鏡の開発に当たっては、上記４機関の技術を結集。

-91-

大学共同利用機関を中核とする国内外の連携構築（大学等が行う研究との連携・支援に関する取組例）

DDBJは、欧州のEMBL-Bank/EBI および米国のGenBank/NCBIと共に「国際
塩基配列データベース（ＩＮＳＤ）」を構築・維持・配布している。INSD データは
目的や国籍に拘わらず閲覧・ダウンロード・改変・再配布ができる世界科学の
共有財で、 世界中の研究者がINSDにデータを登録することができるよう支援
し、データの質の向上を図っている。

北海道大学、東京大学、東京工業大学、名古屋大学、京都大学、広島大学、鹿児島
大学、埼玉大学、及び兵庫県立大学の９大学と大学共同利用機関である国立天文
台が連携し、日本国内と全地球規模の観測ネットワーク体制を確立して突発天体等
の即時および連続観測を可能とし、その物理現象の解明をメインテーマとした最先端
共同研究の推進と大学における天文学教育を促進するための研究教育拠点を形成
する。
【相手先】北海道大学、東京大学、東京工業大学、名古屋大学、京都大学、

広島大学、鹿児島大学、埼玉大学、兵庫県立大学

○大学間連携による光・赤外線天文学教育研究拠点のネットワーク構築 ○大学連携バイオバックアッププロジェクト（基礎生物学研究所）
基礎生物学研究所を中核拠点として、大学サテライト拠点との双方向連携により
生物遺伝資源のバックアップ体制を構築し、様々な研究分野に必要不可欠な動
物、植物、微生物、植物培養細胞、動物培養細胞、動物遺伝子、植物 遺伝子の

生物遺伝資源を超低温凍結保存法等の開発と推進により安定的に保存・管理
する。またより多様な生物遺伝資源が凍結保存できる体制を整備するため生物
遺伝資源新規保存技術開発共同利用研究を推進する。
【相手先】全国の７大学（北海道大学、東北大学、東京大学、名古屋大学、

京都大学、大阪大学、九州大学）サテライト拠点を拠点とした、
国内の大学・研究所

大学等における加速器科学にかかる教育、研究等について機構の技術、能力等を活かして連携・支援する
【相手先】北海道大学、東北大学、茨城大学、筑波大学、東京大学、東京工業大学、長岡技術科学大学、金沢大学、京都大学、大阪大学、大阪府立大学、名古屋大学、
広島大学、広島工業大学、呉工業高等専門学校、九州大学

○加速器科学総合支援事業（大学等連携支援事業）

○DDBJ（日本DNAデータバンク）事業（国立遺伝学研究所）

欧米・アジア諸国所在の日本関連の人間文化研究資料の調査分析、保存活用、
公開を中心とする国際共同研究を推進することにより、近年の諸外国における日
本研究の比重低下の状況を打破し、日本文化の世界的意義を明らかにする。
【相手先】 東京大学、京都大学 等

○地域研究の推進

学術的、社会的に重要な意義を有する地域（イスラーム地域、現代中国、現代イ
ンド）に関する地域研究を推進する。
【相手先】東京大学、京都大学、神戸大学、広島大学、東京外国語大学、早稲田
大学、慶應義塾大学、上智大学、龍谷大学 愛知大学、法政大学 等

○日本関連在外資料調査研究事業

○NOE（Network Of Excellence）形成事業（統計数理研究所）

分野横断的な統計数理の特徴を活かし，リスク科学，次世代シミュレーション，
調査科学，統計的機械学習，サービス科学の領域において，研究所が拠点・ハブの
役割を担い，大学等の機関（国内57機関，海外9機関）と連携した共同研究を推進する
ことで，新研究領域の創生および新しい共同研究体制の確立を図っている。

（出典元：文部科学省）

情報・システム研究機構

高エネルギー加速器研究機構

自然科学研究機構

人間文化研究機構

国立大学全体を俯瞰する仕組みによる研究力の向上
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・古典籍資料の画像データ化（デジタルカメラによる撮影）の手法について、撮影マニュアルを作成し、国内20機関
に提供している。（人間文化研究機構－国文学研究資料館）

・国立極地研究所が開発した動物装着型の加速度記録計は、動物の研究に幅広く応用できるため、国内外の
様々な 研究機関で使われている。例えば、京都大学、長崎大学、日本大学などの研究者は、加速度記録計を
魚に取り付けることによってエサを捕る動きを詳細に観察できることを発見し、国際学術誌に発表した。（情報・シ
ステム研究機構－国立極地研究所）

・新たな学問分野「宇宙における生命（アストロバイオロジー）」研究分野を立ち上げ、宇宙物理学や生命科学の
知見を基に、世界的に最先端をリードする新分野の研究推進を図った。（自然科学研究機構本部）

・平成26年度より、地震研究所と協定を結んで同研究所に設置されている地震・火山噴火予知研究協議会に参
加し、前近代に日本列島で生じた地震に関する文献資料を全文データベース化する事業を開始するとともに、
時間と場所から過去に生じた地震に関する文献資料を検索できるシステムを構築した。（東京大学－史料編纂
所）

・新分野「トランスオミクス医学」の創成を目指し、九州大学の大学改革活性化制度にトランスオミクス医学研究セ
ンターの設置を提案し、学内の教員ポストの再配置により２研究分野（教授２人、准教授２人、助教２人）を新設
した。（九州大学－生体防御医学研究所）

共同利用・共同研究拠点及び大学共同利用機関の様々な取組例（研究関係）

異分野融合の事例

技術開発のノウハウが共同利用・共同研究を通じて他機関に提供された事例
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人文学分野の長年の課題である研究の細分化、従来型の研究手法
からの脱却を図るため、「日本語の歴史的典籍の国際共同研究ネ
ットワーク」を構築することによって、歴史学、社会学、哲学、
医学などの諸分野の研究者が多数参画する異分野融合研究を醸成
し、幅広い国際共同研究の展開を目指す。

日本語の歴史的典籍の国際共同研究ネットワーク構築計画
（人間文化研究機構国文学研究資料館）

一辺３kmの直交するレーザー干渉計を神岡鉱山地下に整備することよ
り、アインシュタインが予言した「重力波」を日本の独創的な技術に
より、世界に先駆けて直接検出する。それにより、人類の空間に対す
る概念を変え、ブラックホール生成の瞬間などを研究する重力波天文
学の国際的研究拠点の構築を目指す。

2008年のノーベル物理学賞を受賞した小林・益川両氏の「ＣＰ対称
性の破れ」理論について、世界最高性能の電子・陽電子衝突型加速
器で宇宙から反物質が消え、物質のみが存在しているのかという謎
を実証。今後は、宇宙の謎（「消えた反物質」「暗黒物質の正体」
「質量の起源」）の解明など、世界を先導する新たな物理法則の発
見を目指す。

高エネルギー加速器研究機構（ＫＥＫ）と日本原子力研究
開発機構（ＪＡＥＡ）が共同で、世界最大級のビーム強度
を持つ陽子加速器施を運営。多様な粒子ビーム（中間子、
ニュートリノ、中性子、ミュオンなど）を用いた世界最先
端の陽子加速器でこれまでにない研究手法を幅広い分野に
提供し、物質の起源の解明や生命機能の解析などで画期的
な成果が期待されている。波及効果として、新薬の開発や
燃料電池など産業利用にも貢献。

日・米・カナダ・中国・インドの国際協力科学事業として口径
３０ｍの光学赤外線望遠鏡（ＴＭＴ）を米国ハワイ島マウナケ
ア山頂に建設し、太陽系外の第二の地球探査と生命の確認、ダ
ークエネルギーの性質の解明、宇宙で最初に誕生した星の検出
など、銀河の誕生と宇宙の夜明けの解明を目指す。

スーパーＢファクトリーによる新しい物理法則の探求
（高エネルギー加速器研究機構）

３０ｍ光学赤外線望遠鏡（ＴＭＴ）計画の推進
（自然科学研究機構国立天文台）

2002年の小柴氏のノーベル物理学賞に貢献した「カミオカンデ」
によりニュートリノの存在を人類で初めて検出。カミオカンデの
後継機である「スーパーカミオカンデ」は、ニュートリノ振動実
験によりニュートリノの質量の存在を確認。今後、ニュートリノ
の実体の解明に迫ることにより、現在まで人類を含め社会に存在
する「物質」がなぜこの世界に生まれたのかという物理学上の大
きな謎の解明を目指す。

日本（国立天文台）、米国（国立科学財団）及び欧州（欧州
南天天文台）の３者の国際協力により、チリのアタカマ高地
（標高5,000ｍ）に口径１２ｍ及び口径７ｍの電波望遠鏡等
を建設し、運用を行う。光学赤外線望遠鏡ではみることがで
きない天体の状況を観測し、生命の材料となるアミノ酸の観
測による地球外生命の存在や、原始銀河の探査による銀河形
成過程の解明を目指す。

米国ハワイ島マウナケア山頂に建設した口径８.２ｍの「大型光学赤外
線望遠鏡『すばる』」により、宇宙の涯に挑み、銀河が誕生した頃の
宇宙の姿を探る。これまでに宇宙の果て約129億光年離れた銀河を発
見するなど、世界が驚愕する多数の観測成果を挙げてきており、すば
るで培った技術は、世界の天文学分野で非常に注目されており、次世
代の大型望遠鏡計画への採用が見込まれている。

「スーパーカミオカンデ」によるニュートリノ研究の展開
（東京大学宇宙線研究所）

我が国独自のアイデアに基づく超伝導コイルを用いた「大型ヘリカル
装置（ＬＨＤ）」により、高温高密度プラズマの実現と定常運転の実
証を目指す。また、ヘリカル磁場閉じこめ方式のプラズマの学理を十
分体系的に理解し、将来の核融合発電を見越した炉心プラズマ実現に
必要な物理的、工学的研究課題の解明を目指す。

我が国の学術研究・教育活動に不可欠な学術情報基盤であるSINETを、
大学等と連携し、最先端のネットワーク技術を用いて高度化・強化
し、通信回線及び共通基盤等を整備・運営することにより、最先端
の学術研究をはじめとする研究教育活動全般の新たな展開を図る。
SINETは、800以上の機関、約200万人の研究者・学生に活用されて
おり、また、大学等と連携・協力して作成・収集した約1億7500万
件の大量の学術情報に対して、月間640万回以上の検索が行われて
いる。 ※Ｈ２７年度より本事業に位置付け

大型光学赤外線望遠鏡「すばる」の共同利用研究
（自然科学研究機構国立天文台）

超高性能プラズマの定常運転の実証
（自然科学研究機構核融合科学研究所）

新しいステージに向けた学術情報ネットワーク（ＳＩＮＥＴ）整備
（情報・システム研究機構国立情報学研究所）

「大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）」による物質・生命科学
及び原子核・素粒子物理学研究の推進（高エネルギー加速器研究機構）大型低温重力波望遠鏡（ＫＡＧＲＡ）計画

（東京大学宇宙線研究所）

〔Courtesy TMT Observatory Corporation〕

大型電波望遠鏡「アルマ」による国際共同利用研究の推進
（自然科学研究機構国立天文台）

大規模学術フロンティア促進事業の推進状況について
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大型研究の整備状況

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

(H2) (H3) (H4) (H5) (H6) (H7) (H8) (H9) (H10) (H11) (H12) (H13) (H14) (H15) (H16) (H17) (H18) (H19) (H20) (H21) (H22) (H23) (H24) (H25) (H26)

（プロジェクト名等） 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

　

　 　

　 　

　 　

　 　 　

　 　 　

　 　 　

　 　 　

　 　 　

　 　 　

　 　 　

※ 表中の金額は施設・設備の建設費

※ 運転・実験 　

歴 史 的 典 籍

建設（施設・設備） 建設・整備中

区　分

ス ー パ ー カ ミ オ カ ン デ

大 型 光 学 赤 外 線 望 遠 鏡
「 す ば る 」

大型ヘリカル装置（ＬＨＤ）

Ｂ フ ァ ク ト リ ー
（電子・陽電子衝突型加速器）

３ ０ ｍ 光 学 赤 外 線 望 遠 鏡
（ Ｔ Ｍ Ｔ ） 計 画

大 強 度 陽 子 加 速 器 施 設
（ Ｊ － Ｐ Ａ Ｒ Ｃ ）

ア ル マ 計 画

大 型 低 温 重 力 波 望 遠 鏡
（ Ｋ Ａ Ｇ Ｒ Ａ 計 画 ）

約３９５億円

約５０７億円

約３７８億円

約６６６億円（他に原研分８５８億円）

約２５１億円

約１０４億円

【高度化】約３１４億円（H22－26計画額）

約１６４億円（建設期間：H22～28計画額）

約２５億円※事故後の復旧分

約３７５億円（建設期間：H25～H33計画額）

約８８億円（整備期間：H26～H35計画額）

学術研究の大型プロジェクトの整備状況
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学術研究の大型プロジェクトの評価一覧①

評価 時期 報告書等

事前 Ｈ２４．１０
科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤
部会学術研究の大型プロジェクトに関する作業部
会

大型研究計画に関する評価について（報告）
「日本語の歴史的典籍のデータベースの構築計画」

事前 H２５．９
科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤
部会学術研究の大型プロジェクトに関する作業部
会

大型研究計画に関する評価について（報告）
「日本語の歴史的典籍の国際共同研究ネットワーク構築計画」

事前 Ｈ２．７
学術審議会特定研究領域推進分科会宇宙科学部
会

　「天文学研究の推進について（報告）」

中間 Ｈ１４．５
科学技術・学術審議会学術分科会基本問題特別
委員会天文学ＷＧ

事前 Ｈ５．７
学術審議会特定研究領域推進分科会加速器科学
部会

　「加速器科学研究の推進について」

中間 H１２．１１
学術審議会特定研究領域推進分科会加速器科学
部会

　「我が国における加速器科学研究について（報告）」

事前 H２２．７
科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤
部会学術研究の大型プロジェクトに関する作業部
会

大型研究計画に関する評価について（報告）
「Ｂファクトリー加速器の高度化による新しい物理法則の探求」

「大型低温重力波望遠鏡（ＫＡＧＲＡ）計画」の推進 事前 H２２．７
科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤
部会学術研究の大型プロジェクトに関する作業部
会

大型研究計画に関する評価について（報告）
「大型低温重力波望遠鏡（ＬＣＧＴ）計画」

事前 Ｈ９．６
学術審議会特定研究領域推進分科会加速器科学
部会

　「高エネルギー加速器研究機構における加速器科学研究について」

事前 Ｈ１２．８
学術審議会特定研究領域推進分科会加速器科学
部会及び原子力委員会・大強度陽子加速器施設
計画評価専門部会

　「大強度陽子加速器計画評価報告書」

中間 H１２．１１
学術審議会特定研究領域推進分科会加速器科学
部会

　「我が国における加速器科学研究について（報告）」

中間 H１５．１２
科学技術・学術審議会学術分科会基本問題特別
委員会大強度陽子加速器計画評価作業部会

　「大強度陽子加速器計画中間評価報告書」

中間 H１９．６　

科学技術・学術審議会学術分科会学術研究推進
部会／研究計画・評価分科会原子力分野の研究
開発に関する委員会　大強度陽子加速器計画評
価作業部会

　「大強度陽子加速器計画中間評価報告書」

中間 H２４．６

科学技術・学術審議会学術分科会学術研究推進
部会／研究計画・評価分科会原子力分野の研究
開発に関する委員会　大強度陽子加速器計画評
価作業部会

　「大強度陽子加速器計画中間評価報告書」

３０ｍ光学赤外線望遠鏡（TMT）計画の推進 自然科学研究機構 （国立天文台） 事前 Ｈ２４．９
科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤
部会学術研究の大型プロジェクトに関する作業部
会

　大型研究計画に関する評価について（報告）
　「３０ｍ光赤外線望遠鏡（ＴＭＴ）計画」

東大宇宙線研究所

「大強度陽子加速器（Ｊ－ＰＡＲＣ）」による
物質・生命科学及び原子核・素粒子物理学研究の推進

高エネルギー加速器研究機構

日本語の歴史的典籍の国際共同研究ネットワークの構築計
画

人間文化研究機構 国文学研究資料館

「スーパーカミオカンデ」によるニュートリノ研究の推進 東大宇宙線研究所

Bファクトリー加速器の高度化による新しい物理法則の探求 高エネルギー加速器研究機構

事　業　名 法  人  名
　科学技術・学術審議会学術分科会等における提言

実施機関
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学術研究の大型プロジェクトの評価一覧②

評価 時期 報告書等

事前 　Ｈ１２．１２
学術審議会特定研究領域推進分科会宇宙科学部
会

　「我が国における天文学研究の推進について」

事前 Ｈ１５．１
科学技術・学術審議会学術分科会基本問題特別
委員会天文学研究ＷＧ

　「アルマ実施計画に関する評価について」

中間 H２０．７　
科学技術・学術審議会学術分科会学術研究推進
部会アルマ計画評価作業部会

　「アルマ計画中間評価報告書」

中間 　Ｈ２５．９
科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤
部会学術研究の大型プロジェクトに関する作業部
会

　大型研究計画に関する評価について（報告）
　「アルマ計画の推進」

事前 Ｈ２．７
学術審議会特定研究領域推進分科会宇宙科学部

会
　「天文学研究の推進について」

中間 H１２．１１ 学術審議会特定研究領域推進分科会 　「我が国における天文学研究の推進について」

事前 Ｓ６１．２ 学術審議会特定研究領域推進分科会核融合部会 　「大学における今後の核融合研究について（報告）」

中間 H１２．１１ 学術審議会特定研究領域推進分科会核融合部会 　「大学における核融合研究の在り方について（報告）」

中間 Ｈ１５．１
科学技術・学術審議会学術分科会基本問題特別
委員会核融合研究ＷＧ

　「今後の我が国の核融合科学の在り方について（報告）」

中間 Ｈ１９．６
科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会原子
力分野の研究開発に関する委員会核融合研究作
業部会

　「ITER計画、幅広いアプローチをはじめとする我が国の核融合研究の推
進方策について」

中間 Ｈ２１．１ 内閣府原子力委員会核融合専門部会
　「原子力政策大綱等に示している核融合研究開発に関する取組の基
本的考え方の評価について」

中間 Ｈ２５．９
科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤
部会学術研究の大型プロジェクトに関する作業部
会

　大型研究計画に関する評価について（報告）
　「超高性能プラズマの定常運転の実証」

新しいステージに向けた学術情報ネットワーク(SINET)整備 情報・システム研究機構 （国立情報学研究所） 事前 H２６．８
科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤
部会学術研究の大型プロジェクトに関する作業部
会

　大型研究計画に関する評価について（報告）
　「新しいステージに向けた学術情報ネットワーク(SINET)」

超高性能プラズマの定常運転の実証

（国立天文台）

大型電波望遠鏡「アルマ」による国際共同利用研究の推進

事　業　名

大型光学赤外線望遠鏡「すばる」計画の推進

自然科学研究機構 （核融合科学研究所）

実施機関

　科学技術・学術審議会学術分科会等における提言

自然科学研究機構 （国立天文台）

自然科学研究機構

法  人  名
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11,123

10,792

11,366

11,528

11,585

11,695

11,813

12,043

12,214

12,317

12,415

26年度

25年度

24年度

23年度

22年度

21年度

20年度

19年度

18年度

17年度

16年度

▲98億円減
（▲0.8%）

▲103億円減
（▲0.8%）

▲171億円減
（▲1.4%）

▲230億円減
（▲1.9%）

▲118億円減
（▲1.0%）

▲110億円減
（▲0.9%）

▲58億円減
（▲0.5%）

▲162億円減
（▲1.4%）

▲574億円減
（▲5.1%）

331億円増
（3.1%）

（単位：億円）

※平成25年度については給与臨時特例法等による減額分、平成26年度については同法の終了に伴う増額分が含まれる。

国立大学法人運営費交付金予算額の推移
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大規模学術フロンティア促進事業予算額の推移

19,243 
19,795 
20,234 
20,234 
20,626 
21,111 
21,751 
21,603 
21,056 

18,798 
18,749 

3,629 
3,890 
3,765 
3,765 
3,745 
3,501 

7,892 
11,434 
12,646 

12,577 
9,058 

4,950 
5,150 

9,700 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000

H26
予算額

H25
予算額

H24
予算額

H23
予算額

H22
予算額

H21
予算額

H20
予算額

H19
予算額

H18
予算額

H17
予算額

H16
予算額

運営費交付金特別経費 施設（設備）整備費補助金 最先端研究基盤事業

（単位：百万円）
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[ ]は５年一貫性博士課程、（ ）は博士後期課程
または博士課程３年次編入学の入学定員である。

総合研究大学院大学ホームページ
より抜粋

総合研究大学院大学の教育研究組織（平成26年度）
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総合研究大学院大学在学生数・留学生数

割合 割合

文化化学研究科 65 人 20 人 30.8% 36 人 55.4%
地域文化化学専攻 11 人 5 人 45.5% 4 人 36.4%
比較文化化学専攻 14 人 4 人 28.6% 7 人 50.0%
国際日本研究専攻 19 人 9 人 47.4% 9 人 47.4%
日本歴史研究専攻 9 人 1 人 11.1% 5 人 55.6%
メディア社会文化専攻 2 人 0 人 0.0% 2 人 100.0%
日本文学研究専攻 10 人 1 人 10.0% 9 人 90.0%

物理化学研究科 113 人 35 人 31.0% 24 人 21.2%
構造分子化学専攻 21 人 6 人 28.6% 2 人 9.5%
機能分子化学専攻 17 人 11 人 64.7% 8 人 47.1%
天文化学専攻 30 人 6 人 20.0% 9 人 30.0%
核融合総合専攻 18 人 9 人 50.0% 2 人 11.1%
宇宙科学専攻 27 人 3 人 11.1% 3 人 11.1%

高エネルギー加速器化学研究科 53 人 10 人 18.9% 6 人 11.3%
加速器科学専攻 9 人 3 人 33.3% 1 人 11.1%
物質構造科学専攻 6 人 2 人 33.3% 3 人 50.0%
素粒子原子核専攻 38 人 5 人 13.2% 2 人 5.3%

複合化学研究科 125 人 46 人 36.8% 17 人 13.6%
統計科学専攻 29 人 3 人 10.3% 3 人 10.3%
極域科学専攻 18 人 0 人 0.0% 7 人 38.9%
情報学専攻 78 人 43 人 55.1% 7 人 9.0%

生命化学研究科 134 人 30 人 22.4% 57 人 42.5%
遺伝学専攻 43 人 13 人 30.2% 16 人 37.2%
基礎生物学専攻 46 人 5 人 10.9% 21 人 45.7%
生理科学専攻 45 人 12 人 26.7% 20 人 44.4%

先導科学研究科 30 人 2 人 6.7% 18 人 60.0%
生命共生体進化学専攻 30 人 2 人 6.7% 18 人 60.0%

520 人 143 人 27.5% 158 人 30.4%

全体研究科・専攻
外国人 女性

計
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○平成２６年５月１日現在

（総合研究大学院大学ホームページより）

総合研究大学院大学（総研大）の学生を４４０名受入。（平成２５年度実績）

○人間文化研究機構 （卒業生の約１割が研究者）
→国文学研究資料館、帝京大学、大阪大学 等

○自然科学研究機構 （卒業生の約８割が研究者）
→日本学術振興会、大阪大学、岡山大学、マックス・プランク化学エネルギー変換研究所、日本電気航空宇宙システム（株） 等

○高エネルギー加速器研究機構 （卒業生の５割が研究者、３割が民間企業等へ）
→高エネルギー加速器研究機構、産業技術総合研究所、京都大学、株式会社ロイヤリティマーケティング、有限責任監査法人トーマツ 等

○情報・システム研究機構 （卒業生の６割が研究者、２割が民間企業等へ）
→国立感染症研究所、金沢工業大学、九州先端科学技術研究所、法政大学、富士通株式会社、防衛省、筑波大学、あらた監査法人 等

大学共同利用機関における人材育成に関する取組（総合研究大学院大学への協力）

※ 数字はいずれも平成26年5月1日現在の学生数
※ 総研大は５年一貫制博士課程と博士後期課程を併設しており、修士課程（博士前期課程）は設置していない。

そのため、ここでは５年一貫制博士課程のうち、１・２年生を修士、３～５年生を博士として計上した。
※ 人間文化研究機構では、博士後期課程学生のみを受け入れている。

総研大学生の主な進路（平成２５年度） 卒業生の約６割が研究者、１割が民間企業等へ

○ 平成２５年度実績 〔単位：人〕

人間文化研究機構 自然科学研究機構 高エネルギー加速器研究機構 情報・システム研究機構

専攻名
修士 博士

専攻名
修士 博士

専攻名
修士 博士

専攻名
修士 博士

H23 H24 H25 H23 H24 H25 H23 H24 H25 H23 H24 H25 H23 H24 H25 H23 H24 H24 H23 H24 H25 H23 H24 H25

日本歴史研究専攻
（歴博）

0 0 0 14 11 9
天文科学研究専攻
（天文台）

7 12 12 19 16 18
加速器科学
（加速器施設）

1 0 0 12 11 8
極域科学
（極地研）

3 5 6 12 10 10

日本文学研究専攻
（国文研）

0 0 0 13 12 10
核融合科学研究専攻
（核融合研）

2 4 5 15 12 13
物質構造科学
（物構研）

2 1 1 7 5 4
情報学
（情報研）

14 12 12 56 53 63

国際日本研究専攻
（日文研）

0 0 0 16 16 17
基礎生物学研究専攻
（基生研）

11 7 14 23 27 27
素粒子原子核
（素核研）

13 12 9 31 26 24
統計科学
（統数研）

2 2 4 26 29 25

地域文化学専攻
（民博）

0 0 0 13 13 10
生理科学研究専攻
（生理研）

11 10 9 41 48 45
遺伝学
（遺伝研）

13 10 12 29 24 23

比較文化学専攻
（民博）

0 0 0 17 15 10
構造分子科学研究専攻

（分子研）
2 4 7 15 13 12

機能分子科学研究専攻

（分子研）
3 5 2 12 17 19

計 0 0 0 73 67 56 計 36 42 49 125 133 134 計 16 13 10 50 42 36 計 32 29 34 123 116 121
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※１ 数字はいずれも各年度5月1日現在の学生数
※２ 特別共同利用研究員：全国の国公私立大学の大学院学生を対象に、大学院学生の所属する大学院研究科からの委託を受けて、一定期間、特定の研究課題に関して

研究指導を行い、単位認定、学位論文の審査を行う制度（学位授与等については、大学院学生の所属する大学院で行われることが前提）
※３ 連携大学院による受入れ相手先（平成２５年度）

（参考）・人間文化研究機構:名古屋大学1名
・自然科学研究機構：東京大学32名、名古屋大学14名、東邦大学3名
・高エネルギー加速器研究機構：東京大学23名、東京理科大学2名、東京工業大学2名
・情報・システム研究機構：東京大学37名、北陸先端科学技術大学院大学6名、電気通信大学1名、東京工業大学9名、早稲田大学1名

大学共同利用機関における人材育成に関する取組（大学院教育（総研大以外）への協力）

総研大以外の国公私立大学の大学院学生の学生（修士・博士）を３００名受入。（平成２５年度実績）

〔単位：人〕○ 各年度の推移

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

人間文化研究機構 48 36 39 30 32 22 18 27 25 23 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1

国立歴史民俗博物館 7 4 6 4 10 3 1 3 7 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

国文学研究資料館 13 14 11 9 5 4 6 11 8 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

国立国語研究所 - - - - - 0 0 0 0 4 - - - - - 0 0 0 0 0

国際日本文化研究センター 4 6 7 3 3 8 5 3 7 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総合地球環境学研究所 12 2 4 0 0 0 4 5 0 1 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1

国立民族学博物館 12 10 11 14 14 7 2 5 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

自然科学研究機構 109 79 93 79 84 82 67 63 71 72 25 20 85 74 54 78 61 49 41 49

国立天文台 18 25 26 18 19 12 18 13 13 8 3 2 39 44 33 29 30 26 29 35

核融合科学研究所 31 9 27 26 30 33 22 14 13 15 22 18 46 30 21 49 31 23 12 14

基礎生物学研究所 19 16 12 13 10 11 9 12 7 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

生理学研究所 24 15 14 9 13 10 9 5 8 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

分子科学研究所 17 14 14 13 12 16 9 19 30 24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高エネルギー加速器研究機構 15 9 17 16 16 16 10 10 11 11 27 19 19 4 2 2 20 24 28 28

素粒子原子核研究所 3 2 4 4 5 4 1 3 2 4 15 11 11 2 1 0 14 18 20 23

物質構造科学研究所 5 4 9 8 7 8 4 3 3 3 3 1 0 0 0 0 1 1 1 1

加速器研究施設 4 2 2 3 3 3 5 3 3 2 2 0 1 2 1 2 3 4 4 4

共通基盤研究施設 3 0 1 1 1 1 0 1 3 2 3 2 3 0 0 0 2 1 3 0

大強度陽子加速器計画推進部 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 4 5 4 0 0 0 0 0 0 0

情報・システム研究機構 23 24 51 47 32 34 58 57 72 62 28 38 41 36 34 45 56 60 66 54

国立極地研究所 6 13 12 10 15 15 19 16 12 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

国立情報学研究所 16 11 24 27 7 16 33 37 50 41 28 38 41 36 34 45 56 59 66 53

統計数理研究所 0 0 1 2 7 2 2 1 5 5 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

国立遺伝学研究所 1 0 14 8 3 1 4 3 5 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

195 148 200 172 164 154 153 157 179 168 80 77 145 114 90 125 138 134 136 132

特別共同利用研究員（※２） 連携大学院による受入学生数（※３）
大学共同利用機関法人

計
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大学共同利用機関における人材育成に関する特色ある取組例

各機関において、産業界・学部学生・外国人等を含めた人材育成に関する様々な取組を実施。

■ 高エネルギー加速器研究機構
若手研究者の育成と加速器科学への理解を深めることを目的として、

大学生、大学院生のほか民間企業等の研究者も対象とした「高エネルギー
加速器セミナー－OHO‘12－」を開催。

（平成24年度は9/4～9/7開催、80名が参加） ※うち38名が産業界出身

■ 高エネルギー加速器研究機構
全国の大学等の学部学生（主に３年生）に講義、見学、実験、検証そして発表といった

研究の流れを体験してもらう「サマーチャレンジ」において、8月20日から28日
までの9日間、89名の学生が参加し、全員参加の講義のほか、少人数のグル
ープ編成により、素粒子・原子核コース9テーマ、物質・生命コース6テーマの
実験課題に取り組み、更に物質・生命コースでは11月23日及び24日の２日間、
24名の学生が参加し、機構ならではの量子ビームを使った実習を行った。

● 産業界も含めた人材育成に関する取組例 ● 国際的な人材育成に関する取組例

■ 人間文化研究機構
英国芸術・人文リサーチ・カウンシル（ＡＨＲＣ）との研究交流協定に基づき、イギリスの

大学院生を受け入れ研究指導を実施。 ※ ５人

● 学部学生等を対象とした人材育成に関する取組例

※…参加した外国人の人数
（平成25年度実績）

■ 人間文化研究機構国文学研究資料館
国際日本文学研究集会のショートセッション及びポスターセッションを、若手研究者、特

に若手外国人研究者育成のための枠として活用している。 ※ １０人

■ 自然科学研究機構 基礎生物学研究所
メダカを用いた国際プラティカルコースをシンガポールにおいてシンガポール国立大学、

テマセク生命科学研究所と共催している。（平成25年度は未実施）

■ 自然科学研究機構 生理学研究所
外国の学生等を 2週間程度生理研の研究室に配属する、体験入学を毎年実施してい

る。平成25年度は、199名の応募者の中から選抜された10名が来日した。

■ 自然科学研究機構 分子科学研究所
アジアコア、JENESYプログラム、それらの継承プログラムを通じて、アジアの大学院

生、若手研究者に対して最先端研究の体験、また大学院レベルの教育プログラムを実
施している。※12名

■ 自然科学研究機構 基礎生物学研究所
学部学生を対象とした3日間の「大学生のための夏の実習」を実施し、11コースの実習に計39

名が参加した。また、研究室に1週間程度滞在して研究を行う「体験入学」を毎年実施しており、
25年度は年間を通して32名の学部学生等が体験を行った。

■ 自然科学研究機構 国立天文台
学部学生を対象に、サマーステューデント（長期滞在型研究指導）（14名が参加）及びスプリン

グスクール（滞在型集中講義）（47名が参加）を実施している。

■ 高エネルギー加速器研究機構
日米科学技術協力事業、頭脳循環若手研究者戦略的海外派遣プログ

ラムにおいて国際共同研究に参加する国内の大学、研究機関の研究者
や大学院生を積極的に海外へ派遣した。
［日米188名（うち大学院生40名）、頭脳循環プログラム5名］

■ 高エネルギー加速器研究機構
現在ヨルダンに建設を行っている中東放射光施設(SESAME)に関連し、

6月にトルコで開催された中東地域の若手研究者が参加するスクールに、

機構から講師等を派遣するなど同地域の若手研究者の育成に協力した。

■ 情報・システム研究機構 国立情報学研究所

産業界の人材も対象にした、次世代の中核となる
高度ソフトウェア技術者養成を目的とした「トップエスイー
プロジェクト」講座を通年で実施。

(平成25～26年度（第8期）は41名がプログラムを修了)
※ うち40人が産業界出身

大学の長所である「先端的な技術」と産業界の長所である
「実践的な技術」を活かし、国立情報学研究所において
高品質な教材の作成、講座の開催を実現

大学

国立情報学研究所

産業界

■情報・システム研究機構 統計数理研究所

統計数理に関する力量を要としたT型、π型人材育成を目的として
平成23年度に設置した「統計思考院」において、平成25年度は、
公開講座（年15回）、夏期大学院（年1回）、オープンハウス（年1回）に
多くの民間企業研究者・大学院生を受け入れた。（約1200人が参加）

■ 情報・システム研究機構 国立情報学研究所
ドイツ学術交流会（DAAD）国際研究協力協定に基づいて、

若手研究者や大学院生を受け入れ、また、日仏情報学連携
研究拠点（JFLI）として合同ワークショップ及び研究者相互交流を
行っている。※受入10人、派遣11人
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大学共同利用機関等における大学院教育について

学生

・学生受入
・研究指導

大学院

研究機関

研究指導
の要請

学生

・学生受入
・研究指導

大学院

研究機関

実施方法等
について、
予め協定書
を締結

総研大

専
攻

専
攻

大学共同
利用機関

基盤機関

※ 大学共同利用機関側では、「特別共同利用研究員（当該機関で研究に従事し、併せて研究指導を受ける大学院学生）」として受け入れている。

（参考）１ 大学院設置基準 第13条第2項
大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が他の大学院又は研究所等において必要な研究指導を受けることを認めることができる。ただし、修士課程の学生に

ついて認める場合には、当該研究指導を受ける期間は、一年を超えないものとする。
２ 国立大学法人法 別表第一 備考 二

総合研究大学院大学は、大学共同利用機関法人及び独立行政法人宇宙航空研究開発機構との緊密な連係及び協力の下に教育研究を行うものとする。

（文部科学省作成）

大学共同
利用機関

教員 教員

参加

大学の外にあって教育に協力する方式 大学院の組織の一部を担う方式

学生の受入 連携大学院 総合研究大学院大学

イメージ図

方式の概要

研究科の専攻を編制する際に、大学共同
利用機関を基盤機関として、その一部の
教員が総研大の教員として、専攻全体が
構成されるもの

関連規程
大学院設置基準

第13条第2項
大学院設置基準

第13条第2項
国立大学法人法

別表第一 備考 二

大学共同利用機関 ○（※） ○ ○

附置研究所 ○ － －

独立行政法人等 ○ ○ －

大学院の学生が、所属する大学院以外の
研究機関等において、研究指導を受ける
もの

大学と研究機関等との間で、学生の指導
方法、研究員の派遣等の協定書を結び、
研究機関の研究員に大学院の客員教授
の発令を行うなど、組織的に学生の受入
と指導を行うもの
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大学共同利用機関における連携大学院の実施状況①

人間文化研究機構
機構本部
国立歴史民俗博物館
国文学研究資料館
国立国語研究所
国際日本文化研究センター

総合地球環境学研究所
国立民族学博物館

自然科学研究機構
国立天文台
核融合科学研究所
基礎生物学研究所
生理学研究所
分子科学研究所
岡崎共通研究施設
新分野創成センター

高エネルギー加速器研究機構
情報・システム研究機構

機構本部
国立極地研究所
国立情報学研究所
統計数理研究所
国立遺伝学研究所

大学共同利用機関法人

計

9

45

13
1
2
6
4
-

3

24

5

5
2
2
5
1
-

連携大学院数

-

-
1

1
-
1
-

教授 准教授 講師 助教 特任研究員 研究員 専門研究職員 合計

人間文化研究機構 5 人 2 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 7 人
国立歴史民俗博物館 1 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 1 人
国文学研究資料館 - - - - - - - -
国立国語研究所 1 人 2 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 3 人
国際日本文化研究センター - - - - - - - -
総合地球環境学研究所 3 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 3 人
国立民族学博物館 - - - - - - - -

自然科学研究機構 25 人 11 人 0 人 4 人 1 人 1 人 1 人 43 人
国立天文台 10 人 8 人 0 人 4 人 1 人 1 人 1 人 25 人
核融合科学研究所 13 人 3 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 16 人
基礎生物学研究所 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
生理学研究所 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
分子科学研究所 2 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 2 人
岡崎共通研究施設 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
新分野創成センター - - - - - - - -

高エネルギー加速器研究機構 15 人 4 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 19 人
素粒子原子核研究所 7 人 3 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 10 人
物質構造科学研究所 6 人 1 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 7 人
加速器研究施設 2 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 2 人
共通基盤研究施設 - - - - - - - -

情報・システム研究機構 20 人 9 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 29 人
国立極地研究所 3 人 2 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 5 人
国立情報学研究所 10 人 3 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 13 人
統計数理研究所 7 人 4 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 11 人
国立遺伝学研究所 - - - - - - - -

65 人 26 人 0 人 4 人 1 人 1 人 1 人 98 人

大学共同利用機関法人

計

連携している大学院において指導を行っている教員数
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○平成２６年１１月現在の状況



大学共同利用機関における連携大学院の実施状況②

機構本部

国立歴史民俗博物館

国文学研究資料館

国立国語研究所

国際日本文化研究センター

総合地球環境学研究所

国立民族学博物館

機構本部

岡崎３機関
高エネルギー加速器研究機構

加速器研究施設
情報・システム研究機構

機構本部

国立遺伝学研究所

一橋大学大学院、日本語教育学位取得プログラム、言語社会研究科（平成17年度）

名古屋大学大学院環境学研究科（平成22年度）

千葉大学大学院工学研究科（平成22年度）
-

-

自然科学研究機構

大学共同利用機関法人

人間文化研究機構

-

-

連携している大学院・講座、研究科名、開始年度

-

九州大学大学院　地球社会統合科学府　極域地圏環境学分野（平成26年度）
「国際南極大学プログラム」に参加している北海道大学大学院環境科学院に平成26年度から教員を派遣。

東京工業大学大学院、総合理工学研究科（21年度）

名古屋市立大学（平成24年度）

-

基礎生物学研究所
名古屋市立大学（平成24年度）
名古屋大学大学院理学研究科、生命農学研究科（平成26年度） 
名古屋市立大学（平成24年度）

九州大学大学院薬学府（平成25年度）
生理学研究所

-

核融合科学研究所

名古屋大学　大学院工学研究科（平成6年度）、理学研究科（平成8年度）
北海道大学　大学院工学院（平成１７年度）
富山大学　大学院理工学教育部（平成19年度）
九州大学　大学院総合理工学府（平成21年度）
東北大学　大学院工学研究科（平成22年度）

国立天文台

東北大学大学院理学研究科（平成20年度）
お茶の水女子大学大学院人間文化創成科学研究科　大学との協定（平成25年度）、研究科との覚書（平成26年度）
東京大学大学院理学系研究科　平成16年度
神戸大学大学院理学研究科　平成25年度
広島大学大学院（協定に理学研究科とは明記されていない）（平成20年度）
鹿児島大学大学院理工学研究科（平成13年度）
会津大学（協定に大学院とは明記されていない）（平成22年度）
東邦大学大学院理学研究科（平成14年度）
法政大学大学院理工学研究科（平成26年度）

機構本部
東北大学大学院、理学研究科（16年度）
東京大学大学院、理学系研究科（16年度）
東京理科大学大学院、理工学研究科及び基礎工学研究科（16年度）

物質構造科学研究所
東京大学大学院、新領域創成科学研究科（18年度）
北海道大学大学院、工学院（平成22年度（23年度に改正））

分子科学研究所

名古屋市立大学（平成20年度）
東京工業大学大学院理工学研究科（平成22年度）、総合理工学研究科（平成24年度）
名古屋工業大学（平成23年度）
千葉大学大学院融合科学研究科（平成26年度）
名古屋大学大学院理学研究科・生命農学研究科（平成26年度）　

統計数理研究所

東北大学大学院　情報科学研究科（平成18年度）
東京大学大学院　理学系研究科（平成21年度）、情報理工学系研究科（平成24年度）
東京工業大学大学院　社会理工学研究科（平成21年度）、総合理工学研究科（平成22年度）
名古屋大学大学院　医学系研究科（平成25年度）

国立極地研究所

国立情報学研究所

東京大学大学院　情報理工学系研究科（平成13年度）
東京工業大学大学院　情報理工学研究科（平成14年度）、総合理工学研究科（平成15年度）
早稲田大学大学院　基幹理工学研究科（平成17年度）、創造理工学研究科（平成17年度）、先進理工学研究科（平成17年度）
北陸先端科学技術大学大学院　情報科学研究科（平成20年度）
九州工業大学大学院　情報工学府（平成22年度）
電気通信大学大学院　情報システム学研究科（平成24年度）
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○平成２６年１１月現在の状況

（背景）優れた頭脳の獲得競争が世界的に激化してきている中で、我が国が科学技術水準を維持・向上させていくためには、世界中から研究者が「そこで研究したい」と
集う拠点を構築し、優秀な人材の世界的な流動の「環」の中に位置づけられることが必要である。

（概要）大学等への集中的な支援により、システム改革の導入等の自主的な取組を促し、優れた研究環境と高い研究水準を誇る「目に見える拠点」を形成する。

○国際水準の運営と環境
・職務上使用する言語は英語を基本
・拠点長の強力なリーダーシップ
・スタッフ機能の充実等により研究者が専念できる環境 等

同時達成により
トップレベル拠点を構築

世界最高レベルの研究水準
-Science-

国際的な研究環境の実現
-Globalization-

研究組織の改革
-Reform-

融合領域の創出
-Fusion-

○中核となる研究者の物理的な集合
○国からの予算措置額と同程度以上の研究費等の

リソースの別途確保

・総勢100～200人程度あるいはそれ以上（WPIフォーカスは70人～）

・世界トップレベルの主任研究者（PI）10～20人程度あるいはそれ以上（WPIフォーカスは7人～）

・研究者のうち、常に30%程度以上は外国人

対象： 基礎研究分野
期間： 10～15年（平成19年度より支援開始）
支援額（1拠点あたり/年）： 13～14億円程度（WPIフォーカスは～7億円程度）
フォローアップ： ノーベル賞受賞者や著名外国人有識者等による「プログラム委員会」を

中心とした強力なフォローアップ体制による、丁寧な状況把握ときめ細やかな進捗管理

○各拠点とも国内外より人材を獲得、平均で研究者の約40％が外国人。
英語使用が名実ともに「当たり前」。

○各拠点の若手研究者公募には世界中から応募、海外民間財団からの
寄附を獲得等、「目に見える拠点」として知られる存在に。

○世界トップの大学等と同等あるいはそれ以上の質の高い論文を輩出。

先行５拠点の成果創出を確実に支援する

※機関（先行5拠点）から
出た論文のうち、他の
研究者から引用される
回数（被引用数）が多い
上位1％にランクインする
論文の割合。

（トムソンロイター社調べ（2011年10月時点））

拠点形成に向けて求められる取組

拠点のイメージ

支援内容

物質・材料研究機構 MANA

九州大学 I2CNER
（平成22 年度採択）

（平成19年度採択）

京都大学 iCeMS
（平成19年度採択）

拠点長： 北川 進

拠点長： Petros Sofronis

名古屋大学 ITbM
（平成24 年度採択）

拠点長：伊丹 健一郎

東京工業大学 ELSI
（平成24 年度採択）

拠点長：廣瀬 敬

東京大学 Kavli IPMU
（平成19年度採択）

拠点長：村山 斉

筑波大学 IIIS
（平成24 年度採択）

拠点長： 柳沢 正史

拠点長： 青野 正和

東北大学 AIMR
（平成19年度採択）

拠点長： 小谷 元子

大阪大学 IFReC
（平成19年度採択）

拠点長：審良 静男
あきら

WPI拠点WPI拠点

○平成22年度採択の九州大学I2CNERの着実な拠点構築に向けて、きめ細やかに進
捗を把握・支援。

○平成24年度採択のWPIフォーカス３拠点（筑波大学IIIS、東京工業大学ELSI、名古
屋大学ITbM）の拠点形成を加速。

○先鋭な領域における世界の競争に新規参入し、「国際基準で世界と戦う、世界に
見える部分」の拡大を目指す。

拠点形成期にある4拠点の構築を推進する

研究分野：合成化学×
動植物科学×計算科学

研究分野：神経科学×

細胞生物学×生化学 等

研究分野：地球惑星科学×生命科学

研究分野：ﾏﾃﾘｱﾙ･ﾅﾉｱｰｷﾃｸﾄﾆｸｽ

（材料科学×化学×物理学）

研究分野：数学×材料科学 等

研究分野：物質-細胞統合科学
（化学×物理学×細胞生物学）

研究分野：免疫学×
画像化技術×生体情報学

研究分野：数学×物理学×天文学

研究分野：工学×
触媒化学×材料科学 等

■質の高い論文の輩出割合※

世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）
平成２７年度予定額 ：9,610百万円

（平成２６年度予算額 ：9,610百万円）
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【事業内容】
○事業期間：１０年（平成２４年度発足）

○技術領域：

【背 景】
・ナノテクノロジー・材料科学技術は、我が国が強みを有する分野として、基幹産業（自動車、エレクトロニクス等）をはじめ、あらゆる
産業の技術革新を支える、我が国の成長及び国際競争力の源泉。

・しかし、近年、先進国に加えて、中国、韓国をはじめとする新興国が戦略的な資金投入を行い、国際競争が激化。
・世界各国が鎬を削る中、ナノテクノロジーに関する最先端設備の有効活用と相互のネットワーク化を促進し、我が国の部素材開発
の基礎力引上げとイノベーション創出に向けた強固な研究基盤の形成が不可欠。
【概 要】
・ナノテクノロジーに関する最先端の研究設備とその活用のノウハウを有する大学・研究機関が連携し、全国的な共用体制を構築。
・部素材開発に必要な技術（①微細構造解析②微細加工③分子・物質合成）に対応した強固なプラットフォームを形成し、若手研究
者を含む産学官の利用者に対して、最先端の計測、評価、加工設備の利用機会を、高度な技術支援とともに提供。
ポイント①：プラットフォーム内の一体的な運営方針（外部共用に係る目標設定、ワンストップサービス、利用手続の共通化等）

の下、企業等の利用者ニーズに迅速かつ的確に対応。
ポイント②：産業界をはじめ、利用者のニーズを集約・分析するとともに、研究現場の技術的課題に対し、総合的な解決法を提供。
ポイント③：施設・設備の共用を通じた交流や知の集約によって、産学官連携、異分野融合、人材育成を推進。

超高圧透過型電子顕微鏡、
高性能電子顕微鏡
（STEM）、放射光 等

電子線描画装置、エッチング
装置、イオンビーム加工装
置、スパッタ装置 等

分子合成装置、分子設計用
シミュレーション、システム
質量分析装置 等

微細構造解析
<10機関>

微細加工
<16機関>

分子・物質合成
<11機関>

【プラットフォームの目標】

●最先端研究設備及び研究支援能力を分野横断的にかつ最
適な組合せで提供できる体制を構築して、産業界の技術課
題の解決に貢献。

●全国の産学官の利用者に対して、利用機会が平等に開かれ、
高い利用満足度を得るための研究支援機能を有する共用シ
ステムを構築。
（外部共用率達成目標：国支援の共用設備50%以上、それ以外30%以上）

●利用者や技術支援者等の国内での相互交流や海外の先端
共用施設ネットワークとの交流等を継続的に実施することを
通じて、利用者の研究能力や技術支援者の専門能力を向上。

ナノテクノロジープラットフォーム
平成２７年度予定額 ：1,711百万円

（平成２６年度予算額 ：1,711百万円）
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進学率１(大学＋短大＋高専＋専門学校）

収容力（大学＋短大）

現役志願率（大学＋短大）

進学率２（大学＋短大）

大学： 51.5%
短大： 5.2%
高専４年次：0.9%
専門学校： 22.4%

大学：51.5%
短大： 5.2%

大学：54.9%
短大： 5.5%

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

高専４年次在学者数

大学入学者数（万人）

●18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者＋中等教育学校前期課程修了者数
●進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者

18歳人口
●進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者

18歳人口
○高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者数＋中等教育学校後期課程修了者数
○現役志願率 ＝ 当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者

当該年度の高校等卒業者
○収容力 ＝ 当該年度の大学・短大入学者

当該年度の大学・短大志願者

18歳人口のピーク

平成21～32年頃は，ほぼ横ばいで推移

平成33年頃から

再び減少

年

１８歳人口は、平成２１～３２年頃までほぼ横ばいで推移するが、
３３年頃から再び減少することが予測されている。

18歳人口と高等教育機関への進学率等の推移（平成元年度以降）

-110-



・都道府県・市区町村に対して寄附（ふるさと納税）をすると、寄附金のうち2千円を超える部分について、
一定の上限まで、原則として所得税・個人住民税から全額が控除される。

・控除を受けるためには、寄附をした翌年に、確定申告を行うことが必要。

・自分の生まれ故郷や応援したい自治体など、どの自治体に対する寄附でも対象となる。

都道府県・市区町村に対する寄附金（ふるさと納税）について

○さわやか軽井沢ふるさと寄附金『教育応援分』（長野県軽井沢町）
さわやか軽井沢ふるさと寄附金のメニューの中から『教育応援分』として学校を指定して寄附すると、町が
その指定の学校に交付・補助して各学校の特色を生かした教育等に活用する。
（平成２６年４月１日受付分より、寄附額の９５％を指定の学校へ交付・補助し、寄附額の５％は町の教育振
興事業に活用。）
【応援対象】
軽井沢町立小学校・中学校、長野県立高等学校、私立高等学校（インターナショナルスクール・オブ・アジア
軽井沢）

○ふるさと納税で難病を治す研究支援（佐賀県）
佐賀県に対する寄附金のメニューの中から、1型糖尿病の2025年までの根治を目指して活動している、佐賀
県に事務所を置くNPO法人日本IDDMネットワークを指定して寄附できる。寄附金は佐賀県庁よりNPO法人
日本IDDMネットワークに全額渡され、不治の病の根治に向けた研究費の助成に使われる。
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科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会における審議経過 

 

 

科学技術・学術審議会 学術分科会（第５２回：平成２５年２月２１日）において、「研究環境基盤

部会」の設置を決定。 

 

第６０回：平成２６年３月１４日（金） 

  ○共同利用・共同研究拠点の在り方に関する論点整理 

 

第６１回：平成２６年４月８日（火） 

  ○共同利用・共同研究拠点の現状と課題についてヒアリング 

     深 尾  京 司  一橋大学経済研究所長 

国立大学共同利用・共同研究拠点協議会長 

  ○共同利用・共同研究拠点の今後の在り方（基本的方向性イメージ）について 

 

第６２回：平成２６年５月２７日（火） 

  ○共同利用・共同研究拠点の今後の在り方についてヒアリング 

     八 木  康 史  大阪大学産業科学研究所長 

     河 村  純 一  東北大学多元物質科学研究所長 

     垣 花  眞 人  東北大学多元物質科学研究所 副所長 

  ○「共同利用・共同研究体制の強化に向けて（たたき台）」について 

 

第６３回：平成２６年６月１２日（木） 

  ○「共同利用・共同研究体制の強化に向けて（素案）」について 

 

第６４回：平成２６年７月２５日（金） 

  ○「共同利用・共同研究体制の強化に向けて（中間まとめ）（案）」について 

 

第６５回：平成２６年９月９日（火） 

  ○共同利用・共同研究体制の強化についてヒアリング 

     立 本  成 文  人間文化研究機構長 

     佐々木 裕之  九州大学生体防御医学研究所長 

 

第６６回：平成２６年１０月１日（水） 

  ○大学共同利用機関法人の果たすべき役割、機能強化についてヒアリング 

     佐 藤  勝 彦  自然科学研究機構長 

     鈴 木  厚 人  高エネルギー加速器研究機構長 
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第６７回：平成２６年１０月２０日（月） 

  ○大学共同利用機関の大学院教育に係る連携についてヒアリング 

     岡 田  泰 伸  総合研究大学院大学長 

  ○共同利用・共同研究拠点と大学共同利用機関法人・機関との連携方策についてヒアリング 

     梶 田  隆 章  東京大学宇宙線研究所長 

     北川 源四郎  情報・システム研究機構長（研究環境基盤部会 臨時委員） 

 

第６８回：平成２６年１０月２７日（月） 

  ○共同利用・共同研究拠点及び大学共同利用機関の広報活動の状況についてヒアリング 

     瀧澤 美奈子  臨時委員 

     横 山  広 美  臨時委員 

     本 吉  洋 一  情報・システム研究機構 国立極地研究所 副所長 

  ○共同利用・共同研究拠点及び大学共同利用機関法人の評価についてヒアリング 

     稲 永  忍  国立大学法人評価委員会大学共同利用機関分科会長 

（研究環境基盤部会 臨時委員） 

     観 山  正 見  自然科学研究機構 理事 

 

第６９回：平成２６年１１月１１日（火） 

  ○今後の大型プロジェクトの推進の在り方について 

  ○審議のまとめに向けた議論の視点について 

 

第７０回：平成２６年１２月２日（火） 

  ○クロスアポイントメント制度の現状及び課題について 

  ○審議のまとめに向けた主な論点について 

 

第７１回：平成２６年１２月２５日（木） 

  ○国立大学共同利用・共同研究拠点協議会との意見交換 

  ○「審議のまとめ（素案）」について 

 

第７２回：平成２７年１月２８日（水） 

  ○「審議のまとめ（案）」について 
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科学技術・学術審議会学術分科会

研究環境基盤部会 委員名簿

（５０音順）

（委員）

秋 池 玲 子 ボストンコンサルティンググループ

シニアパートナー＆マネージング・ディレクター

柘 植 綾 夫（部会長代理）公益社団法人科学技術国際交流ｾﾝﾀｰ会長、元日本工学会会長

西 尾 章治郎 大阪大学大学院情報科学研究科特別教授、

大阪大学サイバーメディアセンター長

濵 口 道 成（部会長） 名古屋大学総長

（臨時委員）

伊 藤 早 苗 九州大学応用力学研究所教授

稲 永 忍 ものつくり大学長

海 部 宣 男 国立天文台名誉教授

北 川 源四郎 情報・システム研究機構長

金 田 章 裕 京都大学名誉教授

瀧 澤 美奈子 科学ジャーナリスト

西 澤 直 子 石川県立大学生物資源工学研究所教授、

東京大学名誉教授

野 崎 京 子 東京大学大学院工学系研究科教授

藤 井 孝 藏 宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所教授

横 山 広 美 東京大学大学院理学系研究科准教授

（専門委員）

青 木 克 己 長崎大学名誉教授、国際連携研究戦略アドバイザー

井 本 敬 二 自然科学研究機構生理学研究所長

江 﨑 信 芳 京都大学名誉教授

大 竹 文 雄 大阪大学理事・副学長、社会経済研究所教授

大 西 公 平 慶應義塾大学理工学部教授

中 村 雅 美 科学・技術ジャーナリスト（前日本経済新聞社編集委員）

藤 川 英 華 千葉大学大学院理学研究科准教授

山 内 正 則 高エネルギー加速器研究機構素粒子原子核研究所長

（平成２７年１月２８日現在）
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